
スポーツ実施率向上のための行動計画の策定について

スポーツ実施率の飛躍的な向上に向けた方策の検討

「成人の週1回以上のスポーツ実施率65%程度（障害者は40%程度）」の達成！
＜第２期スポーツ基本計画（平成29年3月24日：文部科学省）における目標＞

※目標達成のためには、2,000万人以上が新たにスポーツに親しむことが必要。

「成人の週1回以上のスポーツ実施率65%程度（障害者は40%程度）」の達成！
＜第２期スポーツ基本計画（平成29年3月24日：文部科学省）における目標＞

※目標達成のためには、2,000万人以上が新たにスポーツに親しむことが必要。

スポーツ審議会健康スポーツ部会

スポーツ審議会総会
において、

健康スポーツ部会
を設置

（平成29年7月7日）
広く国民全体に向けたスポーツ実施率向上の
ための新たなアプローチや、即効性のある取組

スポーツ実施率向上のための
行動計画

新たな制度創設・制度改正も
視野に入れた中長期的な施策

【検討すべき対象】
○子供・若者・・・スポーツの実施について二極化が課題である
○ビジネスパーソン・・・特にスポーツ実施率が低い（20代～50代は全体平均を下回る）
○高齢者・・・相対的にはスポーツ実施率が高いが、健康・体力の保持等が必要である
○女性・・・男性と比較してスポーツ実施率が低い
○障害者・・・スポーツ実施率が低く、未実施者の８割超が無関心層である

今回策定する行動計画

行動計画策定後1年を目途に
取りまとめ予定

＜開催実績＞
第1回：平成29年9月20日
第2回：平成29年11月27日
第3回：平成30年2月27日
第4回：平成30年3月26日
第5回：平成30年5月11日
（パブコメ：5月17日～31日）
第6回：平成30年6月25日
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○一人でも多くの方がスポーツに親しむ社会の実現を目的とし、生活の中に自然とスポーツが取り込まれている「スポーツ・イン・ライフ」（生活の中にスポーツを）という姿を目指す。
○スポーツの実施により、スポーツの価値を享受するとともに、自らの健康増進、ひいては、健康寿命の延伸を図り、健康長寿社会を実現する。

スポーツ実施率向上のための行動計画について（答申）＜概要＞
スポーツ実施率向上のための具体的取組として、以下の3つの観点から取り組むべき施策を取りまとめた。

〔１〕施策の対象：①全体、②子供・若者、③ビジネスパーソン、④高齢者、⑤女性、⑥障害者
〔２〕施策の段階：①スポーツをする気にさせる施策、②スポーツするために必要な施策、③スポーツを習慣化させるための施策
〔３〕施策に取り組むべき主体：①国、②地方自治体、③産業界、④スポーツ団体等、⑤医療福祉関係者、⑥学校等

【全体】
①スポーツそのものの捉え方について、既成の概念を広げて、生活に身近なものであるという意識改革を図る。
②スポーツ無関心層に対して、スポーツ以外の分野との連携による誘引策を実施する。
③広報においては、ターゲットを明確にし、共感できる情報発信を行うとともに、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等を間近に控えた機運の醸成とも連携し

ながら、普及啓発を実施する。
④スポーツをする際に重要となる指導者や仲間、場所のマッチング機能の整備や検索が可能なポータルサイトの開発等に取り組む。
⑤関係省庁との連携。スポーツと健康というテーマにおいて関係の深い厚生労働省とは両省の連絡会議を通じ、連携した取組を推進する。

【子供・若者】

①スポーツをするという気構え
ではなく、運動遊びを通じて、
楽しみながら自然と身体活
動が行える取組を推進。

②親に対して、子供のスポーツ
実施の重要性を啓発し、親
子で参加できるイベントの実
施などにも取り組む。

③スポーツ少年団、総合型地
域スポーツクラブのさらなる活
性化を図る。

生涯にわたる豊かなスポーツライフの
基礎づくりが求められる。

【ビジネスパーソン】
特にスポーツ実施率が低い（20代
～50代は全体平均を下回る）。

①気軽に取り組むことができる
ウォーキングや階段昇降等の
スポーツの実施を促進。

②「FUN+WALK PROJECT」
のさらなる推進。

③従業員個人のスポーツの実
施を促進する企業を認定す
る「スポーツエールカンパニー」
制度の推進。

④働き方改革や「プレミアムフラ
イデー」といった取組とも連携。

【高齢者】
スポーツにより生活習慣病の改善や
介護予防等が期待される。

①無理なく実施できる運動遊
び、レクリエーションプログラム
の活用・普及を図る。

②普段、高齢者と接する機会
の多い、保健師やかかりつけ
医との連携を図り、スポーツ
への誘引を図る。

③地方自治体における地方ス
ポーツ推進計画の策定や関
係部署間の連携、まちづくり
計画との連携を促す。

【女性】
男性と比較して、スポーツ実施率が
低い。

①スポーツ実施の促進、ス
ポーツをしない要因を考慮
したアプローチを進める。

②無理なく体を動かせるプログ
ラム開発や気軽にスポーツを
実施できる環境整備を支援。

③食べない・運動しないことに
よる痩せすぎ等も懸念されて
いることから、スポーツをする
ことの効果を打ち出しつつ、
「女性のスポーツ促進キャン
ペーン（仮称）」を実施。

【障害者】
スポーツ実施率が極めて低く、未実
施者の80%超が無関心層。

①自分と同じ障害を持つ人など
がスポーツをしようと思ったとき
の参考とするため、ロールモデ
ルの提示により、スポーツをす
るきっかけづくりを促す。

②「Specialプロジェクト2020」
の取組を推進。

③障害当事者以外に対しても
障害者スポーツ種目の体験・
理解の促進を図る。

④障害者スポーツを指導する人
材育成等に取り組む。

【子供・若者】

①運動遊びを通じて、楽しみ
ながら自然と身体活動が行
える取組を推進する。

②親子で参加できるイベントの
実施等に取り組む。

③総合型地域スポーツクラブ
やスポーツ少年団の更なる
活性化を図る。

④日本版NCAAの創設による
大学スポーツの振興を通じ
て、スポーツを「する」人口の
増加を図る。

スポーツの実施について二極化が課
題である

【ビジネスパーソン】
特にスポーツ実施率が低い（20代
～50代は全体平均を下回る）

①気軽に取り組むことができる
ウォーキングや階段昇降等の
スポーツの実施を促進する。

②「FUN+WALK PROJECT」
の更なる推進を図る。

③「スポーツエールカンパニー」
認定制度を推進する。

④働き方改革や「プレミアムフラ
イデー」といった取組とも連携し
て、従業員がスポーツに取り組
みやすい環境を作る。

【高齢者】
相対的にはスポーツ実施率が高いが、
健康・体力の保持等が必要である

①無理なく実施できるスポー
ツ・レクリエーションプログラム
の活用・普及を図る。

②普段、高齢者と接する機会
の多い、かかりつけ医や保健
師等との連携を図り、スポー
ツへの誘引を図る。

③地方自治体における「地方
スポーツ推進計画」の策定
や関係部署間の連携、まち
づくり計画との連携を促す。

【女性】
男性と比較して、スポーツ実施率が
低い

①スポーツ実施の促進のため、
スポーツをしない要因を考
慮したアプローチを進める。

②無理なく体を動かせるプログ
ラム開発や気軽にスポーツを
実施できる環境整備を支援。

③食べない・運動しないことに
よる痩せすぎ等も懸念されて
おり、スポーツをすることの効
果を打ち出しつつ、「女性の
スポーツ促進キャンペーン
（仮称）」を実施する。

【障害者】
スポーツ実施率が低く、未実施者の８
割超が無関心層である

①自分と同じ障害を持つ人がス
ポーツを始めたきっかけなど、
参考となるロールモデルを提示
する。

②散歩、ウォーキングなど、気軽
なものもスポーツであるとの意
識の浸透を図る。

③「Specialプロジェクト2020」
の取組を推進する。

④障害者以外に対しても障害
者スポーツ種目の体験・理解
の促進を図る。

スポーツ実施率の向上
（成人の週1回以上のスポーツ実施率）

42.5% →51.5％ → 65%程度
＜平成28年度＞ ＜平成29年度＞ 2


